
建築・設備設計監理業務委託料算定基準等の運用

県有建築物の設計業務、工事監理業務等の委託に係る業務委託料の積算については、建築・
設備設計監理業務委託料算定基準及び同算定要領によるが、その運用として下記のとおり定め
る。

記

１．【第１章 総則】関係

２．１（２）、（３）、（４）追加業務

建築・設備設計監理業務委託料算定要領（以下「算定要領」という。）第２章１．２及び
２．２において定めている業務量の算出方法は、いずれも標準的な設計内容の場合の業務量で
あることから、個別の建築物に係る業務量の算出にあたっては、第１章２．１（２）（ロ）、
（３）及び（４）における追加業務の例示等を参考とし、特別な検討その他個々の設計業務の
内容に応じ必要な追加業務の内容を適切に業務仕様書等において定めるとともに、これらの追
加業務に係る業務量を適切に計上する。

また、追加業務については､通常の設計業務の成果物たる設計図書以外に業務成果物（○○
検討書、○○計画書等）を設定するなど、業務の履行に関する適切な措置をとる必要がある。
なお、いわゆる「積算業務」及び「完成図の確認」業務については、営繕工事に係る設計業
務等において通常必要な追加業務であることから算定要領第２章１．３（１）及び４．４にお
いて標準的な業務量の算出方法を示している。

２．３（１）延面積及び総工事費

新営工事に係る設計業務委託料の算定で用いる延面積は建築基準法上の面積（各階の水平投
影面積の合計）であるが、設計業務の発注時には正確な延面積は定まっていないことから、予
算等に基づく計画面積をもって業務委託費を算定できるものとする。営繕計画の内容及び建築
基準法のそれぞれに基づく延面積の計算方法の違いに起因））して必然的に著しい差異が生じ
る場合は、これを適切に考慮して業務量の算定を行う。また設計業務委託に係る入札契約手続
においてもその条件を明示する。

２．６特別経費
特別経費となる項目を以下に例示する
（１）現地調査のための人件費及び交通費
（２）専門業者に外注する製作費（パース、模型、シミュレーション等）
（３）閲覧用図面印刷費

３．契約変更の扱い
契約変更に係る業務人・時間数の算定方式は、原則として設計に係る業務に関する算定方法２
（図面目録に基づく算定方法）によることとし、各図面の複雑度を判定して設定する。

２．【第２章 業務人・時間数の算定方法】関係

１．２（４）特殊要因による補正
（ロ） 設備設計等に係る特殊要因による業務量を補正する場合
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算定要領第２章１．２（４）（ロ）では、告示（平成２１年国土交通省告示第１５号）にお
いて機能水準が高い設備として明示されている中央管理式の空調設備及びスプリンクラー設備
を、設備設計等に係る特殊要因による業務量を補正する場合の例として示しているものである。
これらの例示された設備以外の設備で機能水準が高い設備に該当し得る設備を次の（１）か
ら（４）までの設計の種類ごとに示すので、標準業務人・時間数の算定にあたっては、設備の
複雑度や規模等を勘案の上、必要と認められる場合は、倍数を１．４として業務量を補正す
る。

「機能水準が高い設備」に該当し得る設備の例
（１）電気設備
ア 照明制御盤を設けて制御を行う電灯設備
イ 消防用負荷以外に供給する非常用発電設備
ウ 他設備と連係する入退室管理設備、鍵管理設備
エ バックボーン系統を有する中央監視制御設備

（２）給排水衛生設備
ア 中央式の給湯設備

（３）空調換気設備
ア 大温度差空調システム
イ 床吹き出し空調システム
ウ 放射空調システム

（４）昇降機等
非常用エレベーター

１．３（１）追加業務（積算業務）の業務人・時間数

算定要領では工事費の積算業務について、①積算数量算出書の作成、②単価作成資料の作成
③見積徴収及び④見積検討資料の作成の業務を併せて委託する場合の業務人・時間数を示し
ている。①から④のうち一部の業務を分割して委託する場合は、表１の細分率を参考とするこ
とができる。

（表１）積算業務に係る業務細分率

２．２．（４） 図面１枚毎の所要工数

図面１枚ごとの所要工数の算出方法は、改修設計業務の実施に必要な検討、調整その他のー
切の背景的な業務量を含めた図面１枚に係る所要工数の平均的な業務量を算出したうえで、実
際の設計内容に即した図面目録を設定し、１枚毎の図面に複雑度を乗じて業務量を補正するも

延べ面積 五百 七百 千平 千五 二千 三千 五千 七千 一万 一万 二万
平方 五十 方メ 百平 平方 平方 平方 五百 平方 五千 平方
メー 平方 ート 方メ メー メー メー 平方 メー 平方 メー
トル メー ル ート トル トル トル メー トル メー トル

積算業務項目 トル ル トル トル
積算数量算出書の作成 0.57 0.58 0.58 0.59 0.59 0.6 0.6 0.61 0.61 0.61 0.62
単価作成資料の作成 0.20 0.19 0.19 0.18 0.18 0.17 0.17 0.16 0.15 0.15 0.14
見積収集 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.13 0.13 0.13 0.14 0.14 0.14
見積検討資料の作成の業務 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
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のとし、次に掲げる点に留意する。

（１）改修図面１枚ごとの平均所要工数は、新営工事の設計に係る図面との対比により補正
すべきものではないこと。

（２）複雑度の設定は実施設計業務のうち実施設計図面の作成業務に係る補正を行うための
係数である。このため、図面の種別（改修平面図、改修断面図等）ごとに平均的な改修
図面であるかどうかが複雑度の設定の観点であり、図面の種別又は新営工事における同
種別の図面との関係において判断すべきものではないこと。

（３）図面目録に含まれる各図面の所要工数は、その図面を用いて発注される工事の類別
（建築系改修工事か設備系改修工事か）により一律に定めるべきものではなく、当該１枚
毎の図面の内容によるべきものであること。従って、１枚の図面についてもその内容に
よって按分して所要工数を設定しても差し支えないこと。

（４）解体工事における算定については設計に係る業務に関する算定方法２（図面目録に基づ
く算定方法）によることとし、各図面の複雑度を判定して設定すること。

３．２ 設計意図の伝達に係る業務量

設計意図の伝達業務は、実際の設計業務を実施した結果に応じて設定された「設計図書等の
定め」によりその業務内容、仕様が確定する。このため、設計意図の伝達業務に係る業務量の
算定にあたっては、設計業務の終了前に設計業務の受託者と協議した内容その他の情報をもと
に適切に設定する。なお、この場合、設計意図の伝達業務に係る業務量は、要領別表２－２に
おける業務細分率に応じた業務量とは必ずしも一致しないことに留意する。

４．３ 改修工事の工事監理業務量

改修工事の工事監理に係る業務量については､設計業務とは異なり、作業可能日・時間、作
業可能エリア、音・振動などの施工条件が様々であり、またこれらの条件の多くは業務の受注
者の業務体制上の工夫や努力で解消できる性質のものではないことから、仮に同等の内容の工
事であっても必要な業務量は大きく異なる。このため、算定要領においても一律に業務量を算
出する方法は示しておらず、前述のような施工条件等を考慮のうえ必要業務量を算出すること
としている。
実際の業務委託に係る業務量の算定は、工事の発注に際し想定された工期、施工条件をもと
に、工事監理業務委託特記仕様書で示した業務内容に応じて必要な人・時間数を計上する方法
などにより適切に業務量を設定する。

３．【第３章 対象外業務率の考え方】関係

対象外業務率は、一般業務のうち業務委託内容に含まれない（設計業務等の受注者が実施し
ない）業務があり、そのことについて契約図書等において明確な定めがある場合にのみ、当該
委託内容に含まれない業務に即して業務量を算出することができることとしているものであ
る。従って、業務委託契約書、業務仕様書等において標準業務のうち契約の対象外である内容
が明確に記述されていない場合又は対象業務の内容が明確に限定されていない場合は、対象外
業務率を設定できないことに留意する。

４．【算定係数に係る留意事項等】
算定要領第２章２．２（４）において、工事費単価の変動に応じて毎年設定することとして
いる算定係数１～４については、これを知ることにより設計業務等の委託に係る予定価格を容
易に類推することができる情報であるため、その取扱いについては従前と同様非公開であるこ
とに留意するとともに､市町村等に対し算定係数を提供する場合は、以下の点について主旨徹
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底の措置を講じる。
なお、市町村等に対する算定係数の提供に係る事務は、技術管理課長がこれを行う。

（１）算定係数を他者に漏らさないこと。
（２）設計等業務等の発注に係る事務手続きの補助業務等を民間事業者等に委託して実施し
ている場合にも、当該補助業務等の受注者に対し算定係数に係る情報を開示しないこと。

（３）設計業務等の予定価格の公表を行っている機関においては、算定係数又は算定係数を
推定できる情報を公表しないこと。

（４）算定係数は福島県情報公開条例第７条第６号イに該当する情報であるため、開示請求に
対し開示しないこと。

５．【標準工期の算定】
（１）設計委託の標準工期の算定
建築物の設計業務委託の工期は次式を標準とする。
工期＝ A １＋ A ２＋ A ３＋ A ４

A １：標準工期算定式（表－２の類別に対応する表－３の算定式）
A ２：夏期休暇・年末年始休暇として、それぞれ７日を加算する。
A ３：委託業務確認検査期間等として１０日を加算する。
A ４：業務内容による補正日数（表－３－１）

表－２
類 別 建築物の用途等 備 考
第 １ 類 工場、車庫、市場、倉庫等
第 ２ 類 体育館、観覧場、学校、研究所、 第１類の建築物のうち第２類の建

庁舎、事務所、店舗、共同住宅、 築物に相当する複雑な設計等を必
寄宿舎等 要とするものを含む

第 ３ 類 美術館、博物館、図書館、公会 第１類又は第２類の建築物のうち
堂、劇場、宿泊施設、病院、診 第３類の建築物に相当する複雑な
療所、複合建築物等 設計等を必要とするものを含む

第 ４ 類 一般的な木造戸建住宅
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Y：標準工期、１０日未満切上げとし１０日単位とする。
A：総工事費（億円）、５，０００万円以下は０．５億円と読みかえる。
（注）１．新営工事は基本設計及び実施設計、改修工事は実施設計に関する設計期間とす

る。
２．基本設計、実施設計分離の場合は、基本設計３０％、実施設計７０％として算
定することを標準とする。

３．日数には、土曜日、日曜日及び祝祭日を含む（４週８休対応）。
４．耐震改修工事については、改修の算定式中のＡを総工事費（億円）の１／２に低
減する。
（低減後のＡが５，０００万円以下となる場合は、０．５億円と読みかえる。）

５．小規模工事、小規模改修工事については、実状にあわせて勘案する。

表－３
分 種 別 標準工期 備 考
類
第１類 Ｙ＝87.35×Ａ0.289

＋ 87.35×Ａ0.289 ×２
30

Ｙ＝97.05×Ａ0.289

新 第２類 ＋ 97.05×Ａ0.289 ×２
営 第４類 30

Ｙ＝106.76×Ａ0.289

第３類 ＋ 106.76×Ａ0.289 ×２
30

Ｙ＝72.78×Ａ0.289 大規模改修工事
改 修 ＋ 72.78×Ａ0.289 ×２ 耐震改修工事

30

（２）工期の補正（Ａ４）
以下を参考に標準工期を補正する。
表－３－１ 標準工期の補正値
項 目 補 正 内 容 加算日
法令関係 計画通知手続き期間 ３５日

（構造計算審査判定を含む） ～７０日
自然公園法等手続き期間 適 宜

設計手法 ワークショップ実施期間 ７日程度
設計ＶＥ実施期間 ７日程度
景観シミュレーション検討期間 ７日
省エネルギー計画書作成期間 ７日

～３５日
設計条件 特に複雑な設計条件を有する施設の 適 宜

設計
極めて内容の特殊な施設の設計

改修工事 既存施設の状況調査期間 ７日程度
施設管理者等との協議期間 ７日程度

その他 別途実状に合わせて補正する。 適 宜
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６．【端数処理】
設計監理業務委託料算定に係る数量又は金額の端数は、次の(1)(2)の規定による。
（１）委託料算定設計書に係る数量
イ）端数処理は、四捨五入とする。
ロ）表により算出するものについては、表による。（注意書きを含む。）
ハ）図面枚数は、０．５枚単位とする。
ニ）図面１枚当たりの所要工数は、小数点以下第１位とする。
所要工数の総計は、建築と設備の小計毎に整数とする。

ホ）業務人・時間数は整数とする。
ヘ）業務人・日数は整数とする。

（２）委託料算定設計書に係る金額
イ）金額の端数処理は、建築関係工事積算基準に準ずる。




